
〈調査の概要〉

　○調査名称 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査

　○実施主体　　厚生労働省（R1（2019)年度から、調査事務を公益社団法人　日本社会福祉士会に委託）

　○調査対象 市町村（道内１７９市町村、全国１，７４１市町村）

　○調査内容

　○調査結果 全国：厚生労働省発表資料による（令和３年（2021年）12月24日午後公表予定）

全道：市町村からの調査票を高齢者保健福祉課において集計

１　養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況

※「養介護施設従事者等」とは下記施設または事業に従事する者

　　・　老人福祉法に規定する老人福祉施設、有料老人ホーム、老人居宅生活支援事業

　　・　介護保険法に規定する地域密着型介護老人福祉施設、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、

　　　 地域包括支援センター、居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防サービス事業、

　　　 地域密着型介護予防サービス事業、介護予防支援事業

（１）相談・通報件数及び虐待の事実が認められた件数

※対全国比率　全国の当該件数に占める全道の当該件数の割合

452

平成２７年度 70 4.3 14 3.4 1,640 408

平成２８年度 70 4.1 15 3.3 1,723

令和元年度 72 3.2 20 3.1 2,267 644

621

平成２９年度 72 3.8 26 5.1 1,898 510

平成３０年度 71 3.2 21 3.4 2,187

件数 対全国比率(%)

令和２年度 76 3.6 14 2.4

     令和２年度道内における高齢者虐待対応状況に関する調査結果

市町村において「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づき行われた、 高齢者虐待についての対応状況等

全　　　　　　道 　　　　　　　全　　　　　　　国

相談・通報件数 事実が認められた件数
相談・通報件数

事実が認められ
た件数件数 対全国比率(%)

2,097 595
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（２）相談・通報者内訳（複数回答有）

人数（人） 構成割合（％）

本人
家族・
親族

当該施
設職員

その他 合計 本人
家族・
親族

当該施
設職員

その他 合計

全道 4 15 25 45 89 4.5 16.9 28.1 50.5 100.0

全国 63 332 637 1,358 2,390 2.6 13.9 26.7 56.7 100.0

全道 3 7 19 55 84 3.6 8.3 22.6 65.5 100.0

全国 41 499 628 1,474 2,642 1.6 18.9 23.8 55.7 100.0

全道 1 12 13 54 80 1.3 15.0 16.2 67.5 100.0

全国 51 493 541 1,421 2,506 2.0 19.7 21.6 56.7 100.0

※「その他」は、元施設職員、医療機関従事者、介護支援専門員、匿名者等からの通報など。

（３）当該施設・事業所の種別（カ所）

特別養
護老人
ホーム

介護老
人保健
施設

介護療
養型医
療施設
(介護医
療院）

認知症
対応型
共同生
活介護

有料老
人ホー

ム

小規模
多機能
型居宅
介護等

軽費及
び養護
老人

ホーム

短期入
所施設

訪問介
護・訪
問入浴
介護

通所介
護等

居宅介
護支援

等
その他 合計

全道 18 11 1 5 22 3 4 4 0 3 5 0 76

全国 168 50 2 83 161 12 9 25 31 30 5 19 595

全道 14 5 0 24 17 2 0 1 2 1 2 4 72

全国 190 72 4 95 178 14 12 14 21 28 5 11 644

全道 18 6 1 9 22 3 2 3 2 3 0 2 71

全国 217 50 7 88 143 16 8 14 21 40 2 15 621

（４）虐待の種別・類型（複数回答有）

身体的
虐待

介護等
放棄

心理的
虐待

性的
虐待

経済的
虐待

合計
(累計)

合計
(人数)

身体的
虐待

介護等
放棄

心理的
虐待

性的
虐待

経済的
虐待

合計

全道 9 1 6 1 0 17 14 52.9 5.9 35.3 5.9 0.0 100.0

全国 641 295 321 149 59 1,465 1,232 43.8 20.1 21.9 10.2 4.0 100.0

全道 16 10 9 1 2 38 34 42.1 26.3 23.7 2.6 5.3 100.0

全国 637 212 309 57 41 1,256 1060 50.7 16.9 24.6 4.5 3.3 100.0

全道 10 5 22 0 5 42 34 23.8 11.9 52.4 0.0 11.9 100.0

全国 533 178 251 50 54 1,066 927 50.0 16.7 23.5 4.7 5.1 100.0

※「身体的虐待」：高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。

　「介護等放棄」：高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放棄等養護を著しく怠ること。

　「心理的虐待」：高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

　「性的虐待」：高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。

　「経済的虐待」：高齢者の財産を不当に処分することその他の当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

令和２年度

令和元年度

平成３０年度
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（５）被虐待高齢者の性別

男 女 不明等 合計 男 女 不明等 合計

全道 5 8 1 14 35.7 57.1 7.1 100.0

全国 372 855 5 1,232 30.2 69.4 0.4 100.0

全道 9 25 0 34 26.5 73.5 0.0 100.0

全国 316 741 3 1,060 29.8 69.9 0.3 100.0

全道 7 27 0 34 20.6 79.4 0.0 100.0

全国 234 688 5 927 25.2 74.2 0.5 100.0

※１件の事例に対し被虐待高齢者が複数の場合あり。

（６）被虐待高齢者の年齢

65歳未満
障害者

65～69
歳

70～79
歳

80～89
歳

90歳
以上

不明 合計
65歳未満
障害者

65～69
歳

70～79
歳

80～89
歳

90歳
以上

不明 合計

全道 0 0 2 5 6 1 14 0.0 0.0 14.3 35.7 42.9 7.1 100.0

全国 22 32 181 475 401 121 1,232 1.8 2.6 14.7 38.6 32.5 9.8 100.0

全道 0 0 4 18 12 0 34 0.0 0.0 11.8 52.9 35.3 0.0 100.0

全国 21 36 188 408 308 99 1,060 2.0 3.4 17.7 38.5 29.1 9.3 100.0

全道 0 1 11 12 9 1 34 0.0 2.9 32.4 35.3 26.4 2.9 100.0

全国 13 41 142 409 304 18 927 1.4 4.4 15.3 44.1 32.8 1.9 100.0

※１件の事例に対し被虐待高齢者が複数の場合あり。

（７）被虐待高齢者の要介護状態の区分

人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％）

0 0.0 6 0.5 0 0.0 11 1.0 0 0.0 11 1.2

0 0.0 3 0.2 0 0.0 5 0.5 0 0.0 9 1.0

0 0.0 12 1.0 0 0.0 12 1.1 0 0.0 10 1.1

0 0.0 72 5.8 3 8.8 57 5.4 1 2.9 52 5.6

5 35.7 128 10.4 7 20.6 101 9.5 7 20.6 86 9.3

1 7.1 273 22.2 13 38.2 255 24.1 9 26.5 192 20.7

4 28.5 335 27.2 4 11.8 298 28.1 9 26.5 294 31.7

3 21.4 208 16.9 6 17.6 250 23.6 6 17.6 239 25.8

1 7.1 195 15.8 1 2.9 71 6.7 2 5.9 34 3.7

14 100.0 1,232 100.0 34 100.0 1060 100.0 34 100.0 927 100.0

8 57.2 816 66.2 23 67.6 803 75.8 24 70.6 725 78.2

要介護３

要介護４

要介護５

不明

合計

(再掲)要介護3以上

全国

自立

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

令和２年度 令和元年度 平成３０年度

全道 全国 全道 全国 全道

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

平成３０年度

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度

令和元年度
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（８）認知症日常生活自立度

人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％）

0 0.0 25 2.0 0 0.0 21 2.0 1 2.9 25 2.7

1 7.1 48 3.9 1 2.9 41 3.9 0 0.0 42 4.5

2 14.3 166 13.5 9 26.5 151 14.2 4 11.8 138 14.9

8 57.1 361 29.3 13 38.3 289 27.3 5 14.7 297 32.0

0 0.0 140 11.4 3 8.8 124 11.7 1 2.9 137 14.8

0 0.0 14 1.1 0 0.0 30 2.8 0 0.0 26 2.8

3 21.4 177 14.4 5 14.7 210 19.8 14 41.2 148 16.0

0 0.0 301 24.4 3 8.8 194 18.3 9 26.5 114 12.3

14 100.0 1,232 100.0 34 100.0 1060 100.0 34 100.0 927 100.0

13 92.9 858 69.6 30 88.3 804 75.8 24 70.6 746 80.5

※認知症はあるが自立度不明には一部「自立度Ⅰ」が含まれている可能性がある。

自立度Ⅰ：何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立

自立度Ⅱ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少みられても誰かが注意していれば自立できる。

自立度Ⅲ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さがみられ介護を必要とする。

自立度Ⅳ：Ⅲの症状が頻繁にみられ、常に目を離すことができない状態

自立度Ｍ：専門治療の必要性がある。

全国

自立度Ｍ

認知症はあるが自立度不明

認知症の有無が不明

合計

自立度Ⅱ以上（再掲）

自立又は認知症なし

自立度Ⅰ

自立度Ⅱ

自立度Ⅲ

自立度Ⅳ

令和２年度 令和元年度 平成３０年度

全道 全国 全道 全国 全道
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（９）虐待を行った養介護施設従事者の年齢

30歳未
満

30～39
歳

40～49
歳

50～59
歳

60歳以
上

不明 合計
30歳未

満
30～39

歳
40～49

歳
50～59

歳
60歳以

上
不明 合計

全道 6 4 1 0 0 1 12 50.0 33.3 8.3 0.0 0.0 8.3 100.0

全国 96 111 117 109 93 214 740 13.0 15.0 15.8 14.7 12.6 28.9 100.0

全道 4 2 5 5 1 6 23 17.4 8.7 21.7 21.7 4.4 26.1 100.0

全国 124 125 114 130 78 264 835 14.9 15.0 13.7 15.6 9.3 31.6 100.0

全道 4 8 5 4 4 4 29 13.8 27.6 17.2 13.8 13.8 13.8 100.0

全国 139 142 115 101 86 140 723 19.2 19.6 15.9 14.0 11.9 19.4 100.0

（１０）虐待を行った養介護施設従事者等の性別

男性 女性 不明等 合計 男性 女性 不明等 合計

全道 10 2 0 12 83.3 16.7 0.0 100.0

全国 387 320 33 740 52.3 43.2 4.5 100.0

全道 13 10 0 23 56.5 43.5 0.0 100.0

全国 437 361 37 835 52.3 43.2 4.4 100.0

全道 12 17 0 29 41.4 58.6 0.0 100.0

全国 392 294 37 723 54.2 40.7 5.1 100.0

※「介護従事者全体」は介護労働安定センター「介護労働実態調査」による。

（１１）虐待を行った養介護施設従事者等の職種

介護
職員

看護
職員

管理者
施設長

等
合計

介護
職員

看護
職員

管理者
施設長

等
合計

全道 11 1 0 12 91.7 8.3 0.0 100.0

全国 585 25 130 740 79.1 3.4 17.5 100.0

全道 13 1 9 23 56.5 4.4 39.1 100.0

全国 664 55 116 835 79.5 6.6 13.9 100.0

全道 20 3 6 29 69.0 10.3 20.7 100.0

全国 608 31 84 723 84.1 4.3 11.6 100.0

平成３０年度

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

年齢

5 



（１２）虐待の事実が認められた事例への対応状況（件数）(複数回答有)

施設に
対する
指導

改善計
画提出
依頼

従事者
への注
意・指

導

報告徴収
質問

立入検査
指導

改善
勧告

改善勧
告に従
わない
場合の
公表

改善
命令

指定の
停止

指定
取消

全道 13 7 10 20 13 0 3 0 0

全国 558 551 319 188 69 1 35 10 3

全道 16 13 10 19 10 0 4 0 1

全国 574 550 301 269 82 3 48 15 4

全道 13 11 6 17 8 0 4 0 0

全国 487 438 287 263 80 3 38 4 0

令和元年度

平成３０年度

市町村による指導等
介護保険法又は老人福祉法の規定による権限の行
使（都道府県又は市町村）

令和２年度
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２　養護者による高齢者虐待の状況

　※　「養護者」とは高齢者の家族等現に養護するものであって養介護施設従事者等以外の者

（１）相談・通報件数及び虐待を受けたと判断した件数

※対全国比率　全国の当該件数に占める全道の当該件数の割合

　　（参考値　全国の６５歳以上に占める北海道の当該人口の割合　４．７％）

（２）相談・通報者内訳（複数回答有）

構成割合（％）

被虐待
者本人

家族・
親族

職務上
知り得
た者

その他 合計
被虐待
者本人

家族・
親族

職務上
知り得
た者

その他 合計

全道 49 78 973 104 1,204 4.1 6.5 80.8 8.6 100.0

全国 2,427 3,127 27,637 5,211 38,402 6.3 8.1 72.0 13.6 100.0

全道 70 77 1,006 120 1,273 5.5 6.1 79.0 9.4 100.0

全国 2,424 2,895 26,288 5,123 36,730 6.6 7.9 71.6 13.9 100.0

全道 89 91 916 101 1,197 7.4 7.6 76.5 8.5 100.0

全国 2,349 2,944 24,570 5,004 34,867 6.7 8.4 70.5 14.4 100.0

16,384

17,249

17,281

　　　　　　　全　　　　　　　国

※「職務上知り得た者」は、介護支援専門員、介護保険事業所職員、市町村職員、民生委員、警察職員等。

※その他は、近隣住民や匿名者などからの通報等。

人数（人）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

平成２７年度 956 3.6 417 2.6 26,688 15,976

平成２８年度 1,031 3.7 442 2.7 27,940

平成２９年度 1,066 3.5 404 2.4 30,040 17,078

平成３０年度 1,111 3.4 422 2.4 32,231

令和元年度 1,170 3.4 351 2.1 34,057 16,928

令和２年度 1,127 3.2 315 1.8 35,774

相談・通報件数 虐待を受けたと判断した件数
相談・通報件数

虐待を受けたと
判断した件数件数 対全国比率（％） 件数 対全国比率（％）

全　　　　　　道
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（３)虐待の種別・類型（複数回答有）

身体的
虐待

介護等
放棄

心理的
虐待

性的
虐待

経済的
虐待

合計
身体的
虐待

介護等
放棄

心理的
虐待

性的
虐待

経済的
虐待

合計

全道 212 52 113 2 63 442 48.0 11.7 25.5 0.5 14.3 100.0

全国 12,128 3,319 7,362 92 2,588 25,489 47.6 13.0 28.9 0.4 10.2 100.0

全道 237 67 115 4 80 503 47.1 13.3 22.9 0.8 15.9 100.0

全国 11,702 3,421 6,874 56 2,997 25,050 46.7 13.7 27.4 0.2 12.0 100.0

全道 268 98 150 3 94 613 43.7 16.0 24.5 0.5 15.3 100.0

全国 11,987 3,521 6,992 65 3,109 25,674 46.7 13.7 27.2 0.3 12.1 100.0

※複数回答のため合計は虐待者人数を上回る。

（４）被虐待高齢者の性別

男 女 不明等 合計 男 女 不明等 合計

全道 70 250 0 320 21.9 78.1 0.0 100.0

全国 4,398 13,377 3 17,778 24.7 75.2 0.0 100.0

全道 82 273 0 355 23.1 76.9 0.0 100.0

全国 4,315 13,111 1 17,427 24.8 75.2 0.0 100.0

全道 109 318 0 427 25.5 74.5 0.0 100.0

全国 4,198 13,488 0 17,686 23.7 76.3 0.0 100.0

※１件の事例に対し被虐待高齢者が複数の場合あり。

（５）被虐待高齢者の年齢

69歳
以下

70～79
歳

80～89
歳

90歳
以上

不明 合計
69歳
以下

70～79
歳

80～89
歳

90歳
以上

不明 合計

全道 21 109 154 35 1 320 6.6 34.1 48.1 10.9 0.3 100.0

全国 1,489 6,370 7,683 2,205 31 17,778 8.4 35.8 43.2 12.4 0.2 100.0

全道 26 129 156 42 2 355 7.3 36.3 44.0 11.8 0.6 100.0

全国 1,503 6,151 7,622 2,136 15 17,427 8.6 35.3 43.7 12.3 0.1 100.0

全道 46 156 173 51 1 427 10.8 36.6 40.5 11.9 0.2 100.0

全国 1,713 6,055 7,777 2,120 21 17,686 9.7 34.2 44.0 12.0 0.1 100.0

※１件の事例に対し被虐待高齢者が複数の場合あり。

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

人数（人） 構成割合（％）

令和元年度

平成３０年度

人数（人）

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度
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（６）被虐待者のうち要介護認定者の要介護状態区分

人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％）

21 8.5 909 7.7 12 4.5 801 6.8 23 7.0 854 7.1

17 6.9 939 8.0 22 8.3 966 8.2 20 6.1 981 8.2

77 31.3 3,057 26.0 84 31.7 3,046 25.7 112 33.9 2,925 24.4

64 26.1 2,579 22.0 55 20.8 2,568 21.7 69 20.9 2,608 21.8

34 13.8 2,087 17.8 47 17.6 2,129 18.0 51 15.4 2,234 18.6

19 7.7 1,424 12.1 30 11.3 1,452 12.3 30 9.1 1,514 12.6

14 5.7 722 6.1 15 5.7 865 7.3 20 6.1 828 6.9

0 0.0 24 0.2 0 0.0 20 0.2 5 1.5 38 0.3

246 100.0 11,741 100.0 265 100.0 11,847 100.0 330 100.0 11,982 100.0

67 27.2 4,233 36.1 92 34.7 4,446 37.5 101 30.6 4,576 38.2

（７）被虐待者のうち要介護認定者の認知症日常生活自立度

人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％）

12 4.9 985 8.4 17 6.5 962 8.1 15 4.6 1,058 8.8

46 18.7 2,055 17.5 34 12.8 2,084 17.6 62 18.8 2,096 17.5

95 38.6 4,287 36.5 101 38.1 4,166 35.2 129 39.1 4,161 34.7

63 25.6 2,939 25.0 77 29.1 2,973 25.1 70 21.2 3,034 25.3

15 6.1 750 6.4 18 6.8 915 7.7 30 9.1 875 7.3

2 0.8 195 1.7 6 2.2 212 1.8 9 2.7 201 1.7

10 4.1 308 2.6 11 4.2 348 2.9 7 2.1 317 2.6

3 1.2 222 1.9 1 0.3 187 1.6 8 2.4 240 2.0

246 100.0 11,741 100.0 265 100.0 11,847 100.0 330 100.0 11,982 100.0

185 75.2 8,479 72.2 213 80.4 8,614 72.7 245 74.2 8,588 71.7

※自立度Ⅰ：何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立

 自立度Ⅱ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少みられても誰かが注意していれば自立できる。

 自立度Ⅲ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さがみられ介護を必要とする。

 自立度Ⅳ：Ⅲの症状が頻繁にみられ、常に目を離すことができない状態

 自立度Ｍ：専門治療の必要性がある。

平成３０年度

自立度Ｍ

認知症はあるが自立度不明

認知症の有無が不明

合計

（再掲）自立度Ⅱ以上

自立又は認知症なし

自立度Ⅰ

自立度Ⅱ

自立度Ⅲ

自立度Ⅳ

全道 全国 全道 全国 全道 全国

要介護５

不明

合計

(再掲)要介護3以上

令和２年度 令和元年度

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

全道 全国 全道 全国 全道 全国

令和２年度 令和元年度 平成３０年度
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（８）介護保険サービスの利用状況

介護
サービ
スを受
けてい

る

過去受
けてい
たが判
断時点
では受
けてい
ない

過去も
含めて
受けて
いない

不明 合計

介護
サービ
スを受
けてい

る

過去受
けてい
たが判
断時点
では受
けてい
ない

過去も
含めて
受けて
いない

不明 合計

全道 187 15 43 1 246 76.0 6.1 17.5 0.4 100.0

全国 9,556 468 1,652 65 11,741 81.4 4.0 14.1 0.6 100.0

全道 212 15 38 0 265 80.0 5.7 14.3 0.0 100.0

全国 9,550 499 1,681 117 11,847 80.6 4.2 14.2 1.0 100.0

全道 255 15 59 1 330 77.3 4.5 17.9 0.3 100.0

全国 9,772 530 1,602 78 11,982 81.6 4.4 13.4 0.7 100.0

（９）虐待者との同居・別居の状況

虐待者
とのみ
同居

虐待者
及び他
家族と
同居

虐待者
との別

居
その他 不明 合計

虐待者
とのみ
同居

虐待者
及び他
家族と
同居

虐待者
との別

居
その他 不明 合計

全道 181 90 46 3 0 320 56.6 28.1 14.4 0.9 0.0 100.0

全国 9,308 6,401 1,928 134 7 17,778 52.4 36.0 10.8 0.8 0.0 100.0

全道 214 84 52 5 0 355 60.3 23.7 14.6 1.4 0.0 100.0

全国 8,792 6,258 2,193 150 34 17,427 50.5 35.9 12.6 0.9 0.2 100.0

全道 263 99 60 5 0 427 61.6 23.2 14.0 1.2 0.0 100.0

全国 9,001 6,376 2,153 142 14 17,686 50.9 36.1 12.2 0.8 0.1 100.0

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

人数（人） 構成割合（％）

人数（人）
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（１０）虐待者の被虐待高齢者との続柄（複数回答有）

息子 配偶者 娘
息子の
配偶者

娘の配
偶者

その他 合計 息子 配偶者 娘
息子の
配偶者

娘の配
偶者

その他 合計

全道 116 122 57 12 4 26 337 34.4 36.2 16.9 3.6 1.2 7.7 100.0

全国 7,462 5,487 3,330 526 210 1,672 18,687 39.9 29.4 17.8 2.8 1.1 8.9 100.0

全道 133 129 70 6 9 27 374 35.6 34.5 18.8 1.6 2.4 7.2 100.0

全国 7,409 5,130 3,280 596 250 1,770 18,435 40.2 27.8 17.8 3.2 1.4 9.6 100.0

全道 155 159 89 22 2 38 465 33.3 34.2 19.2 4.7 0.4 8.2 100.0

全国 7,472 5,244 3,316 709 226 1,773 18,740 39.9 28.0 17.7 3.8 1.2 9.5 100.0

（１１）虐待者の年齢

構成割合（％）

50歳未
満

50～59
歳

60～69
歳

70～79
歳

80歳以
上

不明 合計
50歳未

満
50～59

歳
60～69

歳
70～79

歳
80歳以

上
不明 合計

全道 56 78 67 64 67 5 337 16.6 23.1 19.9 19.0 19.9 1.5 100.0

全国 4,362 4,828 2,900 3,124 2,570 903 18,687 23.3 25.8 15.5 16.7 13.8 4.8 100.0

全道 76 91 72 72 49 14 374 20.3 24.3 19.3 19.3 13.1 3.7 100.0

全国 4,566 4,768 2,928 2,884 2,418 871 18,435 24.8 25.9 15.9 15.6 13.1 4.7 100.0

全道 93 105 83 98 66 20 465 20.0 22.6 17.8 21.1 14.2 4.3 100.0

全国 4,682 4,645 3,075 2,889 2,406 1,043 18,740 25.0 24.8 16.4 15.4 12.8 5.6 100.0

（１２）虐待への対応策

　　ア）虐待への対応策としての分離の有無

分離を
行った
事例

分離し
ていな
い事例

検討中
その他

合計
分離を
行った
事例

分離し
ていな
い事例

検討中
その他

合計

全道 148 138 145 431 34.3 32.1 33.6 100.0

全国 6,620 12,653 5,487 24,760 26.7 51.1 22.2 100.0

全道 173 180 112 465 37.2 38.7 24.1 100.0

全国 6,783 12,006 5,527 24,316 27.9 49.4 22.7 100.0

全道 188 203 115 506 37.2 40.1 22.7 100.0

全国 6,778 12,165 5,404 24,347 27.8 50.0 22.2 100.0

※虐待への対応には、前年度の虐待判断事例のうち当該年度に入って対応を行ったものを含むため、合計件数は当該年度の虐待事例と一致しない。

件数（件） 構成割合（％）

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

年齢

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度
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　　イ）分離を行った事例の対応の内訳

介護保
険サー
ビス利

用

やむを
得ない
事由等
による
措置

緊急一
時保護

医療機
関への
一時入

院

その他 合計

介護保
険サー
ビス利

用

やむを
得ない
事由等
による
措置

緊急一
時保護

医療機
関への
一時入

院

その他 合計

全道 57 14 3 26 48 148 38.5 9.5 2.0 17.6 32.4 100.0

全国 2,092 945 666 1,233 1,684 6,620 31.6 14.3 10.1 18.6 25.4 100.0

全道 71 18 11 32 41 173 41.0 10.4 6.4 18.5 23.7 100.0

全国 2,213 1,027 664 1,237 1,642 6,783 32.6 15.1 9.8 18.2 24.2 100.0

全道 65 37 5 33 48 188 34.6 19.7 2.7 17.5 25.5 100.0

全国 2,188 998 715 1,166 1,711 6,778 32.3 14.7 10.5 17.2 25.2 100.0

　　ウ）分離していない事例の対応の内訳（複数回答有）

養護者
に対す
る助

言・指
導

養護者自
身が介護
負担軽減
のための
事業に参

加

新たに
介護保
険サー
ビスを
利用

ケアプラ
ン見直し

介護保険
サービス
以外の

サービス
利用

その他 合計

養護者
に対す
る助

言・指
導

養護者自
身が介護
負担軽減
のための
事業に参

加

新たに
介護保
険サー
ビスを
利用

ケアプ
ラン見
直し

介護保
険サー

ビス以外
のサー

ビス利用

その他 合計

全道 100 8 16 47 5 28 204 49.1 3.9 7.8 23.0 2.5 13.7 100.0

全国 6,815 278 962 3,310 520 2,571 14,456 47.1 1.9 6.7 22.9 3.6 17.8 100.0

全道 135 11 16 51 4 39 256 52.7 4.3 6.3 19.9 1.6 15.2 100.0

全国 6,486 308 894 3,153 562 2,091 13,494 48.1 2.3 6.6 23.4 4.2 15.5 100.0

全道 143 10 16 67 16 39 291 49.2 3.4 5.5 23.0 5.5 13.4 100.0

全国 6,459 331 952 3,262 613 1,868 13,485 47.9 2.5 7.1 24.2 4.5 13.9 100.0

※本表における「介護保険サービスを利用」とは、新たに訪問系、通所系のサービスを利用した場合。

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

平成３０年度

※本表における「介護保険サービス利用」とは、緊急保護のため契約により新たに介護保険施設やショートスティ、認知症高齢者グループ
ホームなどの入所系のサービスを利用した場合。

件数（件） 構成割合（％）

人数（人） 構成割合（％）

令和２年度

令和元年度
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３　市町村における高齢者虐待防止のための体制整備等

179 1741

179 1741 180 1800

全道 全国 全道 全国 全道 全国 全道 全国 全道 全国 全道 全国

（１）対応窓口部局の住民への周知 137 1,494 139 1,492 139 1,471 76.5 85.8 77.7 85.7 77.7 84.5

（２）地域包括支援センター等の関係者へ
の研修

78 1,082 109 1,233 123 1,337 43.6 62.1 60.9 70.8 68.7 76.8

（３）講演会や広報紙等による住民への啓
発活動

88 1,048 96 1,097 104 1,145 49.2 60.2 53.6 63.0 58.1 65.8

（４）居宅介護サービス事業者に法につい
て周知

97 1,025 108 1,128 122 1,202 54.2 58.9 60.3 64.8 68.2 69.0

（５）介護保険施設に法について周知 91 945 102 1,042 110 1,125 50.8 54.3 57.0 59.9 61.5 64.6

（６）独自の対応マニュアル、業務指針等の
作成

140 1,250 137 1,229 136 1,199 78.2 71.8 76.5 70.6 76.0 68.9

（７）「早期発見・見守りネットワーク」の構築
への取組（民生委員、町内会、社会福祉協
議会等）

137 1,338 142 1,329 138 1,300 76.5 76.9 79.3 76.3 77.1 74.7

（８）「保健医療福祉サービス介入支援ネッ
トワーク」の構築への取組（介護保険施設、
居宅サービス事業者、ケアマネージャー
等）

105 917 107 888 104 877 58.7 52.7 59.8 51.0 58.1 50.4

（９）「関係専門機関介入支援ネットワーク」
の構築への取組（警察、家庭裁判所、弁護
士会、医療機関等）

93 897 93 871 92 872 52.0 51.5 52.0 50.0 51.4 50.1

（１０）成年後見制度の市区町村長申立へ
の役所・役場内の体制強化

158 1,491 156 1,460 156 1,424 88.3 85.6 87.2 83.9 87.2 81.8

（１１）法に定める警察署長に対する援助要
請等に関する警察署担当者との協議

97 1,057 98 1,041 101 1,018 54.2 60.7 54.7 59.8 56.4 58.5

（１２）老人福祉法による措置に必要な居室
確保のための関係機関との調整

113 1,294 111 1,271 114 1,244 63.1 74.3 62.0 73.0 63.7 71.5

（１３）虐待を行った養護者に対する相談、
指導、助言

142 1,557 136 1,539 126 1,500 79.3 89.4 76.0 88.4 70.4 86.2

（１４）居宅において日常生活を営むのに支障が
ありながら、必要な福祉サービス及び保健医療
サービスを利用していない高齢者の権利利益の
擁護を図るための早期発見の取組・相談等

153 1,545 152 1,511 147 1,478 85.5 88.7 84.9 86.8 82.1 84.9

（１５）地域における権利擁護・成年後見体
制の整備に向けた中核機関の立ち上げ・
体制整備

73 879 60 710 － － 40.8 50.5 33.5 40.8 － －

（１６）高齢者虐待対応・養護者支援が円滑
にできるよう生活困窮者支援、DV担当課等
の役所・役場内の体制強化

124 1,345 112 1,258 － － 69.3 77.3 63 72 － －

（１７）高齢者虐待対応・養護者支援が円滑
にできるよう保健所、精神保健福祉セン
ター、発達障害者支援センター等の関係機
関との連携強化

83 902 79 837 － － 46.4 51.8 44 48 － －

（１８）終結した虐待事案の事後検証 78 737 － － － － 43.6 42.3 － － － －

平成３０年度 令和２年度 令和元年度 平成３０年度令和２年度 令和元年度

実施市町村数 実施率（％）
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